
 

＜様式３＞  

事業計画書要旨 

（施設名：群馬県野鳥の森施設） 

１ 申請者名 安中市  

２ 管理運営方針 地方自治体である当市が管理運営することで、利用者に安心感や

親近感を与えられるとともに、安全・公平なサービスを長期にわた

り提供します。 

来園者が求める情報やサービスを提供し、より親しみやすく利用

しやすい施設運営を図ります。 

 

３  サービス等を 

向上させるため 

の取組 

 施設を良好な状態に維持するため、法定点検のほか、清掃活動や

園内点検を補助職員やボランティアにより実施し、きれいな施設づ

くりを推進します。 

 施設の利用について、業務の標準化・マニュアル化を進め、質の

高いサービスを安定して提供するよう努めます。 

 市が実施する接遇研修等への参加により職員の接客マナーの向上

を図ります。 

４  利用者を増加 

させるための取 

組 

「アンケート箱」と「提案箱」を設置し、施設利用者の意見を運営

に反映させ、リピーターの確保と利用増に努めます。 

 市のホームページや SNS、周辺施設で広く情報発信します。 

５  施設・設備の 

維持管理及び修 

繕の取組 

毎日の業務の中で、保守点検を実施し管理を行います。 

 給水施設、浄化槽施設、消防用施設等においては、保守・点検業

務委託を専門業者と結び、法定点検を実施します。 

 破損、故障等の事故の際には速やかに、担当部署から県へ報告し、

指示を仰ぎます。 

６ 地域団体(住民)

との連携や地域 

貢献への取組 

ボランティアグループや社会教育団体、市の事業による園内清掃

活動、体験学習などを推進し、地域住民に自然とふれあう場を提供

するとともに、人々の交流の場所とします。 

  

７  環境保全に対 

する取組 

野鳥の森施設の鳥獣資料館が所蔵する剥製等の展示物や野鳥観察

小屋等における自然観察により、自然に関する知識の向上や野生動

物の保護、環境保全の大切さを広く周知するとともに、自然環境の

恵沢を享受し、現在及び将来にわたり健康で文化的な生活の確保の

一助となるよう関係部署と連携し取り組みます。 

 



 

８ 自主事業 

 

 

 

 

 

 

 

群馬県及び指定管理者評価委員会、森林ボランティア等の協力を得

ながら自主事業を実施していきます。 

・ 市のホームページや SNS、市観光機構ホームページで施設紹介

など広く発信します。 

・ 近隣小中学校や社会教育団体の利用・普及を進めるＰＲを行い

ます。 

・ 知識の豊富なボランティア団体等の協力を得て、野鳥観察や森

林に親しむ事業を実施します。 

（例）木工教室、リース作り、バードウォッチング 

９ 

収 

支 

計 

画 

書 

年度 令和 6 年度 7年度 8年度 9年度 10年度 合計 

総収入 6,959 6,959 6,959 6,959 6,959 34,795 

 

内 

訳 

 

指定管理料 6,959 6,959 6,959 6,959 6,959 34,795 

給付費 0 0 0 0 0 0 

利用料金 0 0 0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 0 

総支出 6,959 6,959 6,959 6,959 6,959 34,795 

10  管理運営体制 

(組織及び人員の 

状況、障害者雇用の

状況)  

職員・勤務体制（雇用関係、給与、勤務時間、ローテーション並びに

障害者の雇用及び勤務形態など） 

 ・庶務及び雇用等の事務はみりょく創出部観光課が司る。 

 ・野鳥の森施設の維持管理は下記の人員で対応する。 

  現地管理人 1 名として、フルタイム会計年度任用職員を充てる。  

  補助職員 2名として、パートタイム会計年度任用職員を充てる。 

 ・フルタイム会計年度任用職員 

勤務時間 週３５時間（月、火、金、土、日の開館時間） 

 ・パートタイム会計年度任用職員 

  勤務時間 原則週 3日勤務、出勤日の開館時間内 

【勤務ローテーション】  現地の勤務体制は下記のとおりとする。 

 ・開館日には原則として現地管理人 1 名と補助職員 1名の 2 名 

体制とする。 

 ・開館日のうち、水曜日は補助職員の 2名体制とする。 

 ・緊急時や 2名体制が取れない場合は市職員が補う。 

 

11 その他 

 

 

注 １ 申請書受付期間終了後、群馬県ホームページで公表します。                 

  ２ Ａ４判２枚程度で事業計画書の該当項目を要約すること。                   

    ３ 自主事業を行う場合は、収支計画書欄に自主事業を合算した数値を記載すること。


